
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：百万円）

団体名 田子町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

652 2,083 217 2,952

１．一般会計等の財政状況 ①

（単位：百万円）

一般会計 4,954 4,861 93 88 12 6,897 93

学校給食センター特別会計 29 29 0 0 0 0 0

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ及びﾀﾌﾟｺﾋﾟｱﾝﾌﾟﾗｻﾞ特別会計 111 111 0 0 75 0 0

実質赤字額

一般会計等 5,020 4,927 93 88 6,897 93 －

② ③ ④ ⑤ （＝－②）

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。 ※ ②が負数の場合のみ

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業特別会計 181 162 19 109 3 1,257 0 法適用

国民健康保険事業勘定特別会計 1,044 1,026 18 18 124 0 0

国民健康保険町立田子診療所及び介護老人保健施設事業特別会計 625 600 26 26 196 12 8

介護保険事業勘定特別会計 902 870 33 33 163 0 0

介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定特別会計 20 20 0 0 11 0 0

後期高齢者医療特別会計 61 61 0 0 23 0 0

老人保健特別会計 1 1 0 0 0 0 0

連結実質赤字額

公営企業会計等 計 186 1,269 8 －

⑥ ⑦ ⑧ （＝－（②＋⑥））

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用している公営企業である。 ※ （②＋⑥）が負数の場合のみ

２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

青森県市町村総合事務組合（一般会計） 811 792 19 19 0 6 0 0

青森県市町村職員退職手当組合（一般会計） 14,983 14,649 335 335 0 0 0 0

三戸郡町村会館管理組合（一般会計） 20 16 4 4 0 0 0 0

八戸地域広域市町村圏事務組合（一般会計） 8,413 7,827 586 189 0 81 4,091 13

青森県交通災害共済組合（共済事業会計） 220 192 28 28 0 0 0 0

三戸郡福祉事務組合（一般会計） 726 684 42 42 0 17 175 14

青森県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 547 475 71 71 0 55 0 0

青森県後期高齢者医療広域連合（医療特別会計） 136,203 132,955 3,248 3,248 0 3,233 0 0

三戸地区環境整備事務組合（一般会計） 298 286 11 11 0 0 163 32

三戸地区塵芥処理事務組合（一般会計） 526 513 13 13 0 0 413 83

田子高原広域事務組合（一般会計） 22 21 2 2 0 0 40 34

一部事務組合等 計 3,962 0 4,882 176

⑨ ⑩

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

（社）田子町農村振興公社 14 △ 11 30 20 0 － 0 0

（財）にんにくネットワーク 2 27 20 3 0 － 0 0

（財）田子町にんにく国際交流協会 18 504 9 1 0 － 0 0

地方公社・第三セクター等 計 59 24 0 0 0 0

⑪
（注） 損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度

決算A
平成21年度

決算B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 140 160 20

減 債 基 金 53 113 60

その他充当可能基金 112 243 131

充当可能基金 計 305 517 211

⑫
（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況
（単位：％（財政力指数を除く））

財政指標名
平成20年度

決算A
平成21年度

決算B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算A

平成21年度
決算B

差引
B-A

実質赤字比率
(赤字の場合「△」）

3.48 2.96 △ 0.52 △ 15.00 △ 20.00 51.4 65.0

連結実質赤字比率
(赤字の場合「△」）

9.83 9.25 △ 0.58 △ 20.00 △ 40.00

実質公債費比率 21.5 18.8 △ 2.7 25.0 35.0

将来負担比率 174.2 143.3 △ 30.9 350.0

財政力指数 0.22 0.21 △ 0.01

経常収支比率 94.9 91.6 △ 3.3

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
２．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
３．「資金不足比率」について、事業の規模が零となる場合には、「※」で表示している。
４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算による基準である。

【参考】健全化判断比率（実質公債費比率を除く）の算定方法

－

－

（百万円）

・将来負担額＝ ③ ＋ ④ ＋ ⑦ ＋ 退職手当負担見込額 ＋ ⑧ ＋ ⑨ ＋ ⑩ ＋ ⑪ ＋ 公的信用保証等に係る損失補償見込額 8,523

1,350 （百万円） 0 （百万円） ⑬

（百万円）

・充当可能財源＝ 充当可能基金 ⑫ ＋充当可能特定歳入 ＋ 基準財政需要額算入見込額 4,947

0 （百万円） 4,430 （百万円） ⑭

・算入公債費等の額＝ 458 （百万円）

⑮

資金不足比率
（公営企業会計名）

水道事業特別会計

標準財政規模 ①
実質赤字比率 ＝

将来負担額 ⑬

標準財政規模 ①

連結実質赤字額 ⑧

標準財政規模 ①

実質赤字額 ⑤

充当可能財源等 ⑭

算入公債費等の額 ⑮

連結実質赤字比率 ＝

将来負担比率＝



７ 健全化判断比率等の分析及び今後の対応方針

（1）健全化判断比率等の分析

（注）１ 「①実質赤字比率」及び「②連結実質赤字比率」は、赤字がある場合に比率を正数で表示し、黒字の場合は「－」と表示している。
２ 「④将来負担比率」及び「⑤資金不足比率」は、将来負担額又は資金不足額がない場合は「－」と表示している。

（2）今後の対応方針

143.3％

水道会計 －

⑤資金不足比率

比率 分 析 欄

①実質赤字比率 －
平成21年度決算においては前記「１．一般会計等の財政状況」で示しているとおり実質

赤字は生じていませんので、実質赤字比率の表記については実質赤字額がないことを示
す「－」となっています。

平成21年度決算に基づく健全化判断比率は、いずれも「早期健全化基準」未満となっていますが、実質公債費比率については、18％以上
であることから地方債の協議制度の下で「許可」が必要な団体となっていますので、公債費負担適正化計画に掲げる方策を着実に実施し、
比率の改善を図る必要があります。

一般会計等以外の特別会計の収支状況は前記「２．公営企業会計等の財政状況」で示
しているとおり、すべての特別会計で赤字は生じていませんので、連結実質赤字比率に
ついても実質赤字比率と同様に連結実質赤字額がないことを示す「－」となっています。

平成21年度決算における実質公債費比率は18.8％(21年度単年度比率は15.7％)となっ
ており、20年度決算に比べて2.7ポイント改善し、早期健全化基準(25.0%)を下回っている状
況にあります。比率を押し上げている主な要因は平成4年度から13年度にかけて実施した
大規模事業に係る公債費の償還額が大きいことが揚げられますが、公債費残高及び償
還額とも年々減少傾向にありますので、今後の比率は減少する見込みとなっています。

平成21年度決算の将来負担比率は143.3％となっており、20年度決算と比べて30.9ポ
イント改善されている状況にあります。今後も公債費残高等が減少傾向にありますので、
比率は減少する見込みとなっています。

本町において公営企業会計に分類される会計は水道事業会計がありますが、特殊勤
務手当の廃止、管理職手当の引き下げ等の人件費の削減、水道料金の口座振替への移
行等による経費削減等の経営健全化の取り組みを行った結果、剰余金（黒字）が発生し
ている状況にあるため、資金不足比率の表記にいては実質赤字比率の表記と同様に資
金不足額がないことを示す「－」となっています。
今後は、分水収入が平成22年度20,000千円、平成23年度40,000千円程度減収となる見

通しであるため、更なる経営健全化に取り組んでいく必要があります。

②連結実質赤字比率 －

③実質公債費比率 18.8％

④将来負担比率


